
事 業 概 況 （令和７年９月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和７年度労災保険業務機械処理の令和７年９月末現在における保険給付支払総額は 3,595億円で、前年同期に比べて

1.2％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 1,563億円で 43.5％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,295億円で 36.0％を占めている。以下、休業補償給付が 13.6％、障害補償一時金が 4.2％、遺族補償一時金及び介

護補償給付がそれぞれ 1.1％、葬祭料が 0.3％、二次健康診断等給付が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 15.3％増、葬祭料が 10.7％増、障害

補償一時金が 6.1％増、介護補償給付が 5.7％増、療養補償給付が 3.1％増、休業補償給付が 0.6％増となっているのに対

し、遺族補償一時金が 2.7％減、年金等給付が 0.6％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が1,293億円で36.0％、「建設事業」が949億円で26.4％、

「製造業」が 783億円で 21.8％となっている。以下、「運輸業」が 11.4％、「鉱業」が 2.2％、「林業」が 1.4％、「船舶所

有者の事業」が 0.4％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 13.7％増、「その他の

事業」が 4.2％増、「運輸業」が 3.6％増となっているのに対し、「鉱業」が 9.0％減、「漁業」が 2.9％減、「林業」が 1.7％

減、「船舶所有者の事業」が 1.5％減、「製造業」が 1.1％減、「建設事業」が 0.5％減となっている。（第２表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 355,139,907 100.0 1.0 △    359,529,599 100.0 1.2

療 養 補 償 給 付 125,577,275 35.4 0.4 △    129,514,263 36.0 3.1

休 業 補 償 給 付 48,653,195 13.7 1.5 △    48,944,725 13.6 0.6

障 害 補 償 一 時 金 14,068,710 4.0 0.6 14,926,510 4.2 6.1

遺 族 補 償 一 時 金 4,160,178 1.2 6.1 4,049,487 1.1 2.7 △    

葬 祭 料 817,589 0.2 7.0 △    905,282 0.3 10.7

介 護 補 償 給 付 3,742,991 1.1 2.9 △    3,957,828 1.1 5.7

年 金 等 給 付 157,342,486 44.3 1.6 △    156,335,395 43.5 0.6 △    

二 次健 康診 断等 給付 777,483 0.2 4.4 896,109 0.2 15.3

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和6年度　6年9月末 令和7年度　7年9月末

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。



 

 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 873億円で 55.8％と最も大きく、次いで障害補償

年金が 600億円で 38.4％、傷病補償年金が 91億円で 5.8％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 509 億円で 32.6％、「製造業」が 432 億円で 27.6％、

「その他の事業」が 351億円で 22.4％となっている。以下、「運輸業」が 11.4％、「鉱業」が 3.4％、「林業」が 1.5％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 355,139,907 100.0 1.0 △    359,529,599 100.0 1.2

林 業 4,956,457 1.4 5.6 △    4,873,844 1.4 1.7 △    

漁 業 924,550 0.3 6.1 898,164 0.2 2.9 △    

鉱 業 8,677,441 2.4 4.8 △    7,893,112 2.2 9.0 △    

建 設 事 業 95,349,664 26.8 1.8 △    94,855,304 26.4 0.5 △    

製 造 業 79,160,065 22.3 2.7 △    78,257,149 21.8 1.1 △    

運 輸 業 39,596,811 11.1 0.3 41,021,605 11.4 3.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
716,152 0.2 12.9 △   814,146 0.2 13.7

そ の 他 の 事 業 124,137,740 35.0 0.7 129,318,994 36.0 4.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,621,027 0.5 3.8 1,597,281 0.4 1.5 △    

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和6年度　6年9月末 令和7年度　7年9月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

令和7年度　7年9月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 59,988,976 87,292,070 9,054,349 156,335,395 100.0

林 業 695,819 1,620,732 101,740 2,418,290 1.5

漁 業 141,597 442,196 7,414 591,208 0.4

鉱 業 522,915 4,257,378 608,873 5,389,165 3.4

建 設 事 業 15,632,518 31,967,418 3,289,529 50,889,465 32.6

製 造 業 20,977,129 20,688,017 1,504,943 43,170,089 27.6

運 輸 業 6,863,542 9,999,611 990,235 17,853,388 11.4

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
95,890 306,352 22,394 424,636 0.3

そ の 他 の 事 業 14,898,619 17,680,058 2,508,559 35,087,236 22.4

船 舶 所 有 者 の 事 業 160,947 330,309 20,662 511,918 0.3

構 成 比 38.4% 55.8% 5.8% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



保 険 料 

 

  令和７年度労災保険業務機械処理の令和７年９月末現在における保険料徴収決定済額は 9,433億円で、前年同期に比べ

て 3.5％増となっている。保険料収納済額は 4,280億円で、前年同期に比べて 4.6％増となっている。また、収納率につい

てみると 45.4％となっており、前年同期に比べて 0.5ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,875億円で 51.7％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,855 億円で 19.7％、「製造業」が 1,676 億円で 17.8％を占めている。以下、「運輸業」が 8.3％、「船舶所有者

の事業」が 1.3％、「林業」が 0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「漁業」及び「鉱業」がそれぞれ

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

 

区　分　

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度

　業　種 6年9月末 7年9月末 6年9月末 7年9月末 6年9月末 7年9月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 911,043,927 943,328,704 100.0 3.5 409,098,919 428,024,951 100.0 4.6 44.9 45.4

林 業 5,050,624 5,086,339 0.5 0.7 2,388,901 2,399,046 0.6 0.4 47.3 47.2

漁 業 2,028,484 1,966,070 0.2 3.1 △   922,616 865,715 0.2 6.2 △   45.5 44.0

鉱 業 2,209,821 2,261,594 0.2 2.3 839,513 866,496 0.2 3.2 38.0 38.3

建 設 事 業 181,305,061 185,541,233 19.7 2.3 87,607,353 90,876,015 21.2 3.7 48.3 49.0

製 造 業 162,317,234 167,602,938 17.8 3.3 65,900,238 69,147,059 16.2 4.9 40.6 41.3

運 輸 業 76,371,718 78,289,900 8.3 2.5 28,395,873 29,354,428 6.9 3.4 37.2 37.5

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,240,859 2,418,384 0.3 7.9 910,420 1,071,894 0.3 17.7 40.6 44.3

そ の 他 の 事 業 465,970,668 487,543,680 51.7 4.6 216,017,060 228,133,651 53.3 5.6 46.4 46.8

船舶所有者の 事業 13,549,458 12,618,566 1.3 6.9 △   6,116,945 5,310,646 1.2 13.2 △  45.1 42.1

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期
増減率

構成比
対前年
同　期
増減率


